


























































　PISA は OECD（経 済 協 力 開 発 機 構　Organization for Economic 
Cooperation and Development）が 実 施 す る 学 習 到 達 度 調 査
（Programme for International Student Assessment）で あ り、2000 年、





域（2006 年調査）で、日本の数学的リテラシーは 1 位（2000 年）から 6






（対象：小学校 6 年生、中学校 3 年生、調査項目：国語、算数・数学、生
活習慣、学習環境）にも影響を与えている。この調査は基本的な知識等を










































スト結果がヒストグラムで示され、平均点は A 班 62.0、B 班 64.5 であっ




































































































入前に示したリーフレット 26）において、新教科としての Citizenship と
既存の各教科との連携を詳細に明示しているため、この記述から市民教育
における数学教育の機能を読み取っていくことにする。




















　次 に Key Stage 3 の Citizenship の 学 習 内 容 1a〜1i、2a〜2c、3a〜3c






























































だし 15 項目のうち「1a   社会を支えている法および人権と責任、刑事裁
判制度の基本的特徴、それらがどのように若者に関係しているのか」及び










































































1）　拙稿「英国の学校における市民教育の特徴   ─ボランティア学習の観点から














8）　小寺隆幸、清水美憲編著『未来への学力と日本の教育⑦   世界をひらく数学的
リテラシー』明石書店、2007 年。
9）　この部分を取り上げた論考はなく、本稿のオリジナリティといえる。
10）　IEA（国 際 教 育 到 達 度 評 価 学 会　International Association for the 
Evaluation of Educational Achievement）の実施する国際数学・理解教育動向
調 査（Trends in International Mathematics and Science Study）の こ と。対
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「市民教育としての算数・数学教育の機能─新教育課程における可能性を探って─」（長沼）
象は小学校 4 年生と中学 2 年生で、調査項目は算数・数学、理科である。調査の
趣旨は、学校のカリキュラムで学んだ知識や技能等がどの程度習得されているか
を評価することであり、出題形式は選択肢が中心である。算数・数学は 1964 年
から実施、近年では 4 年おきに実施され、直近は 2007 年であった。
11）　国立教育政策研究所編『生きるための知識と技能 2   OECD 生徒の学習到達
度調査（PISA）2003 年調査国際結果報告書』ぎょうせい、2004 年、p. 32




















22）　杉山吉茂、俣野博他著『新しい数学 1』東京書籍、2007 年、pp. 192─193
23）　杉山吉茂、俣野博他著『新しい数学 3』東京書籍、2007 年、pp. 174─175
24）　以降、単に Citizenship と記した場合は、教科 Citizenship のことを指す。
25）　教育技能省所管の団体 Qualifications and Curriculum Authority のこと。
各学校で利用できる教材等を提供している。
26）　QCA, Citizenship through mathematics at key stage 3, 2001
27）　Key Stage 3 は 7〜9 年生。日本の中学校段階に相当。
28）　ここでいう 1、2、3 は上記の 3 つの要素に対応している。a, b, c 等は細目で
ある。
29）　文部科学省、前掲、pp. 127─128。一次関数を用いている。
「市民教育としての算数・数学教育の機能─新教育課程における可能性を探って─」（長沼）
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30）　文部科学省、前掲、pp. 157─158。三平方の定理を用いている。
（教職課程　教授）
